
高知県の再生可能エネルギーの現状

① エネルギー消費量、電力消費量
  エネルギー消費量、電力消費量ともに減少傾向にある。

② 新エネルギー導入量
  新エネルギーの導入量は、順調に増加してきている。
   太陽光発電    … 毎年度導入量が増加
   風力発電     … ほぼ横ばいであったが、近年発電所の開設により導入量が増加
   小水力発電    … 横ばいであったが、近年発電所の開設により導入量が増加
   木質バイオマス発電… 発電所の開設により導入量が増加、その後バイオマス比率が変
               更されたことにより、直近の導入量が増加  

③ 再生可能エネルギー電力自給率
  新エネルギーの導入量の増加とともに、再生可能エネルギーの電力自給率も上昇。

④ CO2排出量
  2013年度以降は、CO2の排出量は減少傾向にある。
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資料１



高知県のエネルギー消費量の推移

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
TJ 84,109 79,330 75,303 75,935 74,130 72,688 69,807 72,606

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

都道府県別エネルギー消費統計(経済産業省)

高知県の電力消費量の推移

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
百万kWh 4,885 4,467 4,390 4,342 4,374 4,098 4,005 4,114

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

都道府県別エネルギー消費統計(経済産業省)
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高知県の新エネルギー導入量の推移 部門別CO2排出量の現況推計（環境省）

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
kW 86,002 96,498 116,906 172,975 273,758 350,740 412,892 475,391 509,342 565,135

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

年度/kW 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

太陽光 25,988 34,484 54,880 110,948 199,130 276,111 338,367 367,696 395,844 435,119

風力 36,450 36,450 36,450 36,450 36,150 36,150 35,900 68,979 69,256 87,626

小水力 3,359 3,359 3,359 3,359 3,509 3,509 3,654 3,744 3,744 3,860
木質
バイオマス 20,205 20,205 20,205 20,205 32,955 32,955 32,955 32,955 38,480 38,530

合計 86,002 96,498 116,906 172,975 273,758 350,740 412,892 475,391 509,342 565,135

※ 太陽光の導入量について
 2010年度、2011年度は、太陽光発電普及拡大センター（J-PEC）の住宅用太陽光発電補助金の交付決定実績公表データからの推計値と四国経済産業局の公表データ（10kW以上）の合計値
 2012年度、2013年度は、J-PECの住宅用太陽光発電補助金の交付決定実績公表データと資源エネルギー庁公表のFIT新規認定の導入量の合計値
 2014年度以降は、資源エネルギー庁公表のFIT新規認定及び移行認定の導入量の合計値
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高知県の再生可能エネルギー自給率の推移

※電力消費量を2009～2013年度平均で推計

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019
％ 59.9 60.2 60.6 62.0 66.5 68.5 70.1 72.5 74.2 76.1

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

高知県のＣＯ２排出量の推移

年度 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
千tCO2 7,225 8,395 9,093 9,445 8,749 8,497 7,951 8,201
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※電力消費量を2009～2013年度平均で推計

高知県新エネルギー推進課推計

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017



高知県の再生可能エネルギーの課題

① 系統連系の制約
  系統連系への接続の制約が続いており、制約の克服に向けた取組とともに、現状を踏まえた取
 組も必要。

② 大規模発電事業計画への反対運動の増加
  大規模な太陽光発電事業計画や風力発電事業計画に対する地域住民の反対運動が増加傾向にあ
 り、再生可能エネルギー発電事業が地域と調和した事業として進むための取組が必要。

③ 卒FITの出現
  2019年11月からFIT制度の買取期間が順次終了する住宅用太陽光発電について、発電設備の活
 用など、卒FIT電源への対応が必要。

④ リードタイムが長い電源
  風力発電や小水力発電は、設置場所の検討など事業計画の立案から運転開始までに長期間を要
 することが多く、こうした電源に対応した取組が必要。

⑤ 国の施策への対応
  FIT制度が見直され、大規模太陽光発電や風力発電は「競争電源」としてFIT制度からの自立を
 促すよう位置づけされ、小規模太陽光発電、小水力発電、バイオマス発電などは「地域活用電源」
 として、需給一体型モデルの中で活用していくことが期待できる電源と位置づけされている。
  また、６月に成立した「エネルギー供給強靱化法」では、分散型ネットワーク形成や分散型電
 源の導入促進に向けた環境整備が盛り込まれており、こうした国の政策にも対応した地産地消の
 取組が必要。
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系統連系の制約

66kV,110kV以下の特高系統の空容量
（令和２年７月２２日現在）

※ 四国電力送配電（株）HPの情報をもとに作成

   空き容量がない系統
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大規模発電事業計画への反対運動の増加

再エネ発電事業に対して反対署名が提出された件数 ８件

事業面積の内訳

１ha～５ha ５ha～10ha 10ha～

３件 １件 ４件

発電出力の内訳

～１MW １MW～10MW 10MW～

１件 ４件 ３件

事業予定地の主な地目

山林 山林以外

６件 ２件

反対署名が自治体に提出された時期

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

１件 ２件 ０件 ３件 ２件
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卒ＦＩＴの出現

「ＦＩＴ制度」の前身として、2009年11月に住宅用太陽光発電等による余剰電力を10年間、
固定価格で買い取る『余剰電力買取制度』が開始され、2019年11月移行から買取期間が順次
満了している。

市町村 件 数

高知市 4,000以上～5,000未満

室戸市 100以上～500未満

安芸市 100以上～500未満

南国市 1,000以上～2,000未満

土佐市 500以上～1,000未満

須崎市 100以上～500未満

宿毛市 100以上～500未満

土佐清水市 100以上～500未満

四万十市 500以上～1,000未満

香南市 1,000以上～2,000未満

香美市 100以上～500未満

東洋町 100未満

市町村 件 数

奈半利町 100未満

田野町 100未満

安田町 100未満

北川村 100未満

馬路村 100未満

芸西村 100未満

本山町 100未満

大豊町 100未満

土佐町 100未満

大川村 100未満

いの町 100以上～500未満

仁淀川町 100未満

市町村 件 数

中土佐町 100未満

佐川町 100以上～500未満

越知町 100以上～500未満

梼原町 100以上～500未満

日高村 100以上500未満

津野町 100未満

四万十町 100以上～500未満

大月町 100未満

三原村 100未満

黒潮町 100以上～500未満

買取期間満了予定件数（2019年～2023年）

※資源エネルギー庁ＨＰより
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リードタイムが長い電源について

【環境影響評価法の手続期間】
※2019/4/25 環境省環境影響評価制度
 小委員会資料による

配慮書
審査

方法書
作成

方法書
審査

調査・予測・評価
準備書作成

準備書
審査

評価書
作成

評価書
審査

地点選定
現地調査
   等

配慮書
 作成

工事
着手

運転
開始

FIT事業計画認定 【運転開始期限：８年】

風力発電

小水力発電

（約2年6ヶ月）

(約6ヶ月) (約2年)

詳細設計 事
業
化（
計
画
）決
定

事業化
検討

運
転
開
始（
完
成
）

地点
選定

計画
策定 調査 開発

同意 建設

2～3年程度 6ヶ月～1年程度

水利権申請・電事方届出
工事積算 等概略設計可能性調査

1～2年程度

水車発電機、
土木建築発注契約 現場工事 等

1～2年程度

現地調査等
（流量調査等）

1～2年程度

設計・水車等の製作

3～4ヶ月程度

発電設備の設置工事

数年 数年～10年程度 数年～10年程度

①

②

③

①2014/9/10 中小水力発電の現状と見通し（全国小水力利用促進協議会資料）…3年6ヶ月～6年程度
②2015/1/15 第16回調達価格等算定委員会資料（経済産業省）……………………2年3ヶ月～4年3ヶ月程度
③2017/11/2 第3回全国小水力発電大会資料（資源エネルギー庁） ……………… 数年～20年程度

（
出
典
）

FIT事業計画認定 【運転開始期限：７年】
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FIT制度の抜本見直し

【競争電源】
  発電コストが着実に低減している電源又は低廉な電源として活用し得る電源
  

                  
 

   ・入札を通じてコストダウンの加速化を図るとともに、FIP制度を念頭に、電力市場
    の中で競争力ある電源となることを促す新制度を整備する

【地域活用電源】
  需要地に近接して柔軟に設置できる電源や地域に賦存するエネルギー資源を活用できる
  電源
 

  
 

   ・災害時のレジリエンス強化にも資するよう、需給一体型モデルの中で活用していく
    ことが期待されるため、一定の要件を設定した上で、当面は現行のFIT制度の基本
    的な枠組みを維持する

電源ごとの特性に応じた支援制度を構築

大規模事業用太陽光発電 風力発電

住宅用太陽光発電 小規模事業用太陽光発電

小規模地熱発電 小水力発電 バイオマス発電

等

等
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2020/7/1 経済産業省基本政策分科会資料
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2020/7/1 経済産業省基本政策分科会資料
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2020/7/1 経済産業省基本政策分科会資料 13



2020/7/1 経済産業省基本政策分科会資料
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2020/7/20 経済産業省持続可能な電力システム構築小委員会資料
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2020/7/1 経済産業省基本政策分科会資料
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